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(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。 

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、１株当たり四半期(当期)純損失が計上され

ており、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
  

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。 

なお、当社は子会社及び関連会社を一切有しておりません。 
  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 
第44期 

第３四半期累計期間 
第45期 

第３四半期累計期間 
第44期 

会計期間 
自  平成24年12月１日
至  平成25年８月31日

自  平成25年12月１日 
至  平成26年８月31日 

自  平成24年12月１日
至  平成25年11月30日

売上高 (千円) 2,075,711 2,137,930 2,856,588 

経常損失(△) (千円) △45,365 △12,513 △2,875 

四半期(当期)純損失(△) (千円) △35,058 △21,209 △16,022 

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― 

資本金 (千円) 1,079,998 1,079,998 1,079,998 

発行済株式総数 (株) 3,339,995 3,339,995 3,339,995 

純資産額 (千円) 6,626,937 6,593,523 6,650,300 

総資産額 (千円) 7,590,645 7,457,390 7,580,624 

１株当たり四半期(当期)純損失
金額(△) 

(円) △12.43 △7.52 △5.68 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) ― ― 12.00 

自己資本比率 (％) 87.3 88.4 87.7 
 

回次 
第44期 

第３四半期会計期間 
第45期 

第３四半期会計期間 

会計期間 
自  平成25年６月１日
至  平成25年８月31日

自  平成26年６月１日 
至  平成26年８月31日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) △6.05 △9.36 
 

２ 【事業の内容】



  

当第３四半期累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項の

うち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結は行われておりません。 

  

当第３四半期累計期間(自 平成25年12月１日 至 平成26年８月31日)における日本経済は、政府によ

る金融、経済対策を背景に円安、株高基調で推移し、輸出を中心とした大手企業の業績の改善が見られ

ました。また、個人消費については消費税率引き上げの影響を大きく受け、購買意欲の落ち込みも見ら

れました。 

一方、当社の関連するアウトドア関連産業では、消費税率の引き上げ後、需要の減少が長く続いてい

ることや、梅雨明け以降の豪雨や自然災害など天候不順の影響で屋外での活動が制限を受けることとな

り、全般に厳しい市場環境となりました。 

このような状況の中、当社では収益内容の改善に取り組むべく積極的に営業活動を行ってまいりまし

た。その結果、当第３四半期の売上高は21億37百万円(前年同期比3.0％増)となりました。また、営業

損失は19百万円(前年同期間 営業損失51百万円)、経常損失は12百万円(前年同期間 経常損失45百万円)

となり、四半期純損失は21百万円(前年同期間 四半期純損失35百万円)となりました。 

(フィッシング事業) 

フィッシング事業に関しては、年初の寒波による各地の記録的な降雪量が釣行に影響を及ぼしまし

た。また梅雨明け以降の天候不順の影響も受けることとなり、釣具店を中心に店頭販売が苦戦いたし

ました。こうした厳しい市況が続く中、当社では、ルアー用品、フライ用品ともに、新製品を早期に

投入し営業活動に努めました。この結果、フィッシング事業の売上高は７億93百万円(前年同期比

1.6％増)となりました。また、円安進行による輸入コスト上昇や一部在庫品の値下げ販売の影響を受

けたものの、セグメント利益(営業利益)は１億10百万円(前年同期比4.3％増)となりました。 

(アウトドア事業) 

アウトドア事業に関しては、冬季のシーズンは強い寒気により気温が低く推移し、防寒、防水性な

どの機能を特長とする衣料やアクセサリーに安定した動きがみられました。   

夏季シーズンには天候不順の影響のなか、防虫機能を備えた「スコーロン」製品に注目が集まりまし

た。また販売先の拡大に努めたことなどにより、アウトドア事業の売上高は13億31百万円(前年同期

比3.6％増)となりました。また、セグメント利益(営業利益)は44百万円(前年同期比27.8％増)となり

ました。 

(その他) 

その他の主な内容は、損害保険代理業の手数料収入ならびに不動産賃貸収入売上であります。当第

３四半期累計期間に関しては、その他売上高は13百万円(前年同期比26.9％増)となりました。また、

セグメント利益(営業利益)は８百万円(前年同期比47.0％増)となりました。 

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

セグメントの業績を示すと、次の通りであります。



  

資産、負債、純資産の状況 

(資産) 

当第３四半期会計期間末の資産は、前事業年度末に比べ１億23百万円減少し74億57百万円となりま

した。 

流動資産は、現金及び預金の減少２億30百万円や有価証券の満期償還による減少３億円の一方、季節

的な要因による商品及び製品の増加２億31百万円などの影響により、前事業年度末に比べ３億36百万

円減少し、40億17百万円となりました。 

固定資産は、投資有価証券の取得２億円などにより、前事業年度末に比べ２億12百万円増加し、34億

39百万円となりました。 

(負債)  

当第３四半期会計期間末の負債は、前事業年度末に比べ66百万円減少し８億63百万円となりまし

た。 

流動負債は、支払手形及び買掛金が１億20百万円減少したことなどにより、前事業年度末に比べ１億

23百万円減少し、５億87百万円となりました。 

固定負債は、長期リース債務が65百万円増加した一方、退職給付引当金が８百万円減少したことなど

により、前事業年度末に比べ56百万円増加し２億76百万円となりました。 

(純資産)  

当第３四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末に比べ56百万円減少し65億93百万円となりまし

た。これは主に、四半期純損失21百万円の発生や、前事業年度決算の配当支出33百万円などによるも

のです。 

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は68百万円であります。 

  なお、当第３四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
  

(2) 財政状態の分析

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(4) 研究開発活動



  

  

  

  

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 8,000,000 

計 8,000,000 
 

② 【発行済株式】

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成26年８月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年10月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 3,339,995 3,339,995 
東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
(スタンダード) 

単元株式数100株 

計 3,339,995 3,339,995 ― ― 
 

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成26年６月１日～ 
  平成26年８月31日 

─ 3,339,995 ─ 1,079,998 ─ 3,861,448 
 



  

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成26年５月31日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

平成26年５月31日現在 

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式56株が含まれております。 

  

平成26年５月31日現在 

  

該当事項はありません。 

  

(6) 【大株主の状況】

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式   520,700 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,818,300 28,183 ― 

単元未満株式 普通株式      995 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 3,339,995 ― ― 

総株主の議決権 ― 28,183 ― 
 

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社ティムコ 

東京都墨田区菊川 
３－１－11 

520,700 ― 520,700 15.59 

計 ― 520,700 ― 520,700 15.59 
 

２ 【役員の状況】



  

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成26年６月１日か

ら平成26年８月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成25年12月１日から平成26年８月31日まで)に係る

四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について



１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成25年11月30日) 

当第３四半期会計期間 
(平成26年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,386,831 1,155,836

受取手形及び売掛金 ※  586,368 ※  542,828

有価証券 1,214,244 914,176

商品及び製品 1,094,689 1,326,574

その他 73,288 79,697

貸倒引当金 △1,759 △1,628

流動資産合計 4,353,663 4,017,485

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 751,251 714,242

土地 2,011,097 2,011,097

その他（純額） 19,331 48,789

有形固定資産合計 2,781,680 2,774,129

無形固定資産 20,353 69,089

投資その他の資産   

その他 426,544 596,685

貸倒引当金 △1,618 －

投資その他の資産合計 424,926 596,685

固定資産合計 3,226,961 3,439,904

資産合計 7,580,624 7,457,390

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※  552,446 432,089

未払法人税等 20,376 12,725

返品調整引当金 19,510 13,076

賞与引当金 － 10,871

その他 118,240 118,745

流動負債合計 710,574 587,507

固定負債   

退職給付引当金 136,105 127,458

その他 83,643 148,899

固定負債合計 219,749 276,358

負債合計 930,324 863,866



(単位：千円)

前事業年度 
(平成25年11月30日) 

当第３四半期会計期間 
(平成26年８月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,079,998 1,079,998

資本剰余金 3,861,448 3,861,448

利益剰余金 1,989,602 1,934,555

自己株式 △290,253 △290,582

株主資本合計 6,640,796 6,585,419

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 9,504 8,103

評価・換算差額等合計 9,504 8,103

純資産合計 6,650,300 6,593,523

負債純資産合計 7,580,624 7,457,390



(2)【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期累計期間 
(自 平成24年12月１日 
 至 平成25年８月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成25年12月１日 
 至 平成26年８月31日) 

売上高 ※  2,075,711 ※  2,137,930

売上原価 1,119,335 1,167,713

売上総利益 956,375 970,216

返品調整引当金戻入額 19,523 19,510

返品調整引当金繰入額 11,929 13,076

差引売上総利益 963,969 976,650

販売費及び一般管理費 ※  1,015,051 ※  995,865

営業損失（△） △51,081 △19,214

営業外収益   

受取利息 3,299 2,277

受取配当金 543 850

為替差益 1,321 3,033

その他 642 884

営業外収益合計 5,807 7,044

営業外費用   

支払利息 81 9

その他 10 335

営業外費用合計 91 344

経常損失（△） △45,365 △12,513

特別利益   

保険差益 408 －

特別利益合計 408 －

特別損失   

店舗閉鎖損失引当金繰入額 233 －

固定資産除却損 754 18

特別損失合計 988 18

税引前四半期純損失（△） △45,945 △12,532

法人税、住民税及び事業税 10,530 9,730

法人税等調整額 △21,417 △1,053

法人税等合計 △10,887 8,676

四半期純損失（△） △35,058 △21,209



  

   法人税率の変更等による影響  

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成26年法律第10号)が平成26年３月31日に公布され、

平成26年４月１日以降に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年12月１

日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については、従来の38.1％から35.6％となり

ました。 

  この税率変更が四半期財務諸表に与える影響は軽微であります。 

  

※  四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手

形が、四半期会計期間末残高に含まれております。 

  

  

※  売上高及び営業費用の季節的変動 

当社は、通常の営業形態として春季に販売が多くなり、それに向け仕入及び宣伝・販促活動が集中す

ることから第２四半期累計期間までに、売上高及び営業費用が偏る季節的傾向があります。 

  

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  

  

【注記事項】

(追加情報)

(四半期貸借対照表関係)

  
前事業年度 

(平成25年11月30日) 
当第３四半期会計期間 
(平成26年８月31日) 

受取手形 13,112千円 26,674千円 

支払手形 323千円 ―千円 
 

(四半期損益計算書関係)

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

  
前第３四半期累計期間 

(自  平成24年12月１日 
至  平成25年８月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自  平成25年12月１日 
至  平成26年８月31日) 

減価償却費 74,678千円 64,130千円 
 



  

前第３四半期累計期間(自  平成24年12月１日  至  平成25年８月31日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第３四半期会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

当第３四半期累計期間(自  平成25年12月１日  至  平成26年８月31日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第３四半期会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前事業年度末と比較して著しい変動がありません。 

  

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

  

(株主資本等関係)

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年２月27日 
定時株主総会 

普通株式 42,298 15.00 平成24年11月30日 平成25年２月28日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年２月27日 
定時株主総会 

普通株式 33,837 12.00 平成25年11月30日 平成26年２月28日 利益剰余金 
 

(金融商品関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(持分法損益等)



  

Ⅰ  前第３四半期累計期間(自  平成24年12月１日  至  平成25年８月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおり

ます。 

２  セグメント利益又は損失(△)の調整額△197,702千円は、各セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は主に管理部門等の一般管理費であります。 

３  セグメント利益又は損失(△)は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っています。 

  

Ⅱ  当第３四半期累計期間(自  平成25年12月１日  至  平成26年８月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおり

ます。 

２  セグメント利益の調整額△182,936千円は、各セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用

は主に管理部門等の一般管理費であります。 

３  セグメント利益又は損失(△)は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っています。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

        (単位：千円) 

  

報告セグメント 
その他 
(注)１ 

調整額 
(注)２ 

合計 
(注)３ フィッシング

事業 
アウトドア 

事業 
計 

売上高             

  外部顧客への売上高 781,158 1,284,242 2,065,401 10,309 ― 2,075,711 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 781,158 1,284,242 2,065,401 10,309 ― 2,075,711 

セグメント利益又は損失(△) 105,569 34,944 140,514 6,106 △197,702 △51,081 
 

        (単位：千円) 

  

報告セグメント 
その他 
(注)１ 

調整額 
(注)２ 

合計 
(注)３ フィッシング

事業 
アウトドア 

事業 
計 

売上高             

  外部顧客への売上高 793,842 1,331,001 2,124,843 13,086 ― 2,137,930 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 793,842 1,331,001 2,124,843 13,086 ― 2,137,930 

セグメント利益又は損失(△) 110,089 44,655 154,745 8,976 △182,936 △19,214 
 



  

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

項目 
前第３四半期累計期間 
(自  平成24年12月１日 
至  平成25年８月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自  平成25年12月１日 
至  平成26年８月31日) 

１株当たり四半期純損失金額(△) △12円43銭 △7円52銭 

 (算定上の基礎)     

 四半期純損失(△)(千円) △35,058 △21,209 

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る四半期純損失金額(△)(千円) △35,058 △21,209 

 普通株式の期中平均株式数(千株) 2,819 2,819 
 

(重要な後発事象)

２ 【その他】



  

該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

  
平成２６年１０月１０日

株式会社ティムコ 

取 締 役 会  御 中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ティムコの平成２５年１２月１日から平成２６年１１月３０日までの第４５期事業年度の第３四半

期会計期間（平成２６年６月１日から平成２６年８月３１日まで）及び第３四半期累計期間（平成２５年１

２月１日から平成２６年８月３１日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損

益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  
四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ティムコの平成２６年８月３１日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士    藥袋 政彦  印 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士    本多  茂幸  印 
 

  

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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